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１．大規模公園費用対効果分析手法マニュアルによる
費用対効果分析の考え方
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「大規模公園費用対効果分析手法マニュアル」に基づき、直接利用価値は｢旅行費用法（TCM）｣、間接利用価値は｢効用

関数法（UFM）｣により便益を算出する。以上の合計により総便益（B）を算出し、用地費・施設費・維持管理費の合計に

よる総費用（C）との比率から、費用便益比（B/C）を算出する。

基礎データの整理

総費用（Ｃ）の算出

(用地費・施設費・維持管理費)

対象公園及び競合公園
のデータ整理

ゾーン（市町村）データの
整理

便益の算出

直接利用価値の算出

旅行費用法(TCM)

間接利用価値の算出

効用関数法（UFM)

総便益（Ｂ)の算出 費用便益比（Ｂ／Ｃ）

の算出

意味 機能 価値の種類(例）

直接利用価値
公園を利用することによって生
じる価値

健康・レクリエーション空間の提供
健康促進、心理的な潤いの提供、レクリエーションの場の提
供等

間接利用価値
公園が存在することによって生
じる価値

都市環境維持・改善
緑地の保存、動植物の生息・生育環境の保存、森林の管理・
保全・荒廃の防止等

都市景観 季節感を享受できる景観の提供等

都市防災
災害応急対策施設の確保、災害時の避難地確保、復旧・復
興の拠点の確保等

公園整備によって生じる価値の体系利評価手法

大規模公園マニュアルとは
大規模公園マニュアルは、10ha 以上の都市公園を対象とした費用対効果分析の手法を解説したマニュアルである。



２．便益（Ｂ）の計測の考え方について
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○便益は、直接利用価値｢旅行費用法｣の便益と間接利用価値｢効用関数法｣便益の合計。

【旅行費用法】：直接利用価値の計測
・公園に行くために『支払っても良いと思う費用』と、『実際にかかる費用』

との差分を来園者の「お得感」を貨幣価値化した『消費者余剰』として

、その総和により年間の便益額を算出する方法である。

・大規模公園マニュアルでは、統計的に各市町村から『国営アルプスあづ

みの公園への旅行費用』を変化させた場合の『年間公園利用者数』の増

減を示す関数『需要曲線』を推計し、消費者余剰を算出する。

【効用関数法】：間接利用価値の計測
・公園があることによる周辺地域の居住世帯の『満足度』を指標として

、世帯あたりの『月間便益額』を算出し、世帯数を乗じて年間の便益

額を算出する方法である。

・『本公園がある場合の満足度』と『本公園がない場合の満足度』の差分か

ら、世帯あたりの『月間便益額（円/月）』を導き出す。

【旅行費用法】による直接利用価値の計測

本公園と利用者の取り合いが発生すると考え

られる133公園を競合公園として設定

公園の魅力値（施設の整備状況）と旅行費用

から、各ゾーンに対する効用を算出

各ゾーンにおける本公園と競合公園を合わせ

た年間の総公園利用回数を算出

全公園の効用値と本公園の効用値から、本
公園が利用される割合（＝公園利用選択率）
を算出

本公園利用回数＝

年間総公園利用回数×公園利用選択率

需要曲線（旅行費用と利用回数の関数）を推
計し、消費者余剰を算出

①評価範囲（＝本公園の誘致圏）

の設定

②ゾーン（都県）の設定

③競合公園の設定

本公園の利用が想定される範囲を利用実態

調査結果より設定

評価の基本単位となるゾーン ５都県を設定

④本公園及び競合公園の効用
の算出

⑤各ゾーンの総公園利
用回数の算出

⑥本公園の公園利用選
択率の算出

⑧需要曲線による消費者余剰の

算出

⑦本公園の年間利用回数の算

出

⑨単年度便益の算出 各ゾーン毎の便益の総和により、単年度便益
を算出（公園利用者数で補正）

【効用関数法】による間接利用価値の計測

①評価範囲（＝本公園影響範囲

）の設定

本公園が存在することによる影響範囲を

40km圏内に設定

本公園と影響範囲が重複すると考えられる

公園として、13公園を競合公園として設定

②ゾーン（都県）の設定 評価の基本単位となるゾーンとして４市２郡

を設定

④本公園及び競合公園の効用
値の算出

公園の緑地・広場面積と公園からの距離か
ら、各ゾーンの世帯に対する効用値（環境・
防災）を算出

本公園による満足度の増加分をパラメータで
除して、各世帯の月間便益額（円/月）を算
出

⑦単年度便益の算出 単年度便益＝

月間便益額×ゾーン世帯数×１２ヶ月

⑥各世帯の本公園の事業に対
する支払意志額の算出

⑤本公園による満足度の増加

分の算出

本公園と競合公園の効用値から本公園があ
る場合の満足度とない場合の満足度を算出
し、その差分から、増加分を算出

③競合公園の設定

総便益（B）の算出



３．費用対効果分析の条件設定
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算出マニュアル 改訂第4版 大規模公園費用対効果分析手法マニュアル（平成30年8月一部改訂、国土交通省 都市局 公園緑地・景観課）

分 析 の

基 本 的 事 項

分 析 対 象 期 間 50年間

社 会 的 割 引 率 ４％

デ フ レ ー タ 内閣府 2019 年度国民経済計算（2011 年基準・2008SNA）

基 準 年 次 令和２年度

便 益 計 測 年 次

平成25年度（大町・松川地区追加供用開始）
平成26年度（堀金・穂高地区追加供用開始）
平成28年度（全体供用開始年度）
令和2年度 （基準年度）
令和35年度（堀金・穂高地区部分供用開始49年後）
令和36年度（堀金・穂高地区部分供用開始50年後）
令和40年度（大町・松川地区部分供用開始49年後）
令和41年度（大町・松川地区部分供用開始50年後）
令和44年度（大町・松川地区追加供用開始49年後）
令和45年度（大町・松川地区追加供用開始50年後、堀金・穂高地区追加供用開始49年後）
令和46年度（堀金・穂高地区追加供用開始50年後）
令和47年度（全体供用開始49年後）

※平成24年度以前の便益は前回評価時の計算値を適用

直接利用価値

評 価 手 法 旅行費用法

誘 致 圏 の 設 定

利用実態調査に基づく圏域設定。

利用者の上位８ 割を含む都府県、又は利用者数割合が3%以上である都県（長野県、東京都、

愛知県、神奈川県、埼玉県）。

そ の 他 条 件 設 定 便益の計上にあたり、公園利用実績との整合を図るための補正値を導入

間接利用価値

評 価 手 法 効用関数法

誘 致 圏 の 設 定 国営アルプスあづみの公園から40km圏

そ の 他 条 件 設 定 －

費 用
用地費、施設費の設定 実績値を計上

維 持 管 理 費 の 設 定

実績値及び事業計画値を計上。
将来の維持管理費は、部分供用開始から５０年間は現況の維持管理費を基準に、以降につい
ては魅力値の変化に対応しするものとして計上。

そ の 他 条 件 設 定 －


